部局長とＰＴの議論資料　

【事務事業】

	項目名
	都市基盤施設の整備

	部局の考え方


	○都市基盤施設、特に道路・河川に対する府民の要望は強く、平成７年度からの行財政改革の中、平成13年度に「都市基盤整備中期計画」を策定、公表し、限られた予算を、重点的に投資し、効果的・効率的な整備に努めている。
（参考：昨年末の20年度府予算に対する市町村要望は、道路・街路事業で９２路線、河川事業で２４河川）

○しかしながら、計画策定後も、度重なる行財政改革の結果、事業費がピーク時の約4割という厳しい制約を受けている。
○今回　PTは、集中改革期間において、２割の事業費削減案を提示。
○治水対策では、厳しい事業費の制約の一方で、近年集中豪雨の発生回数が増加傾向にあり、平成13、16、19年と隔年ごとに河川災害が発生するなど、水害への脅威が高まっている。
○また、最悪のケースでは都市機能の麻痺に直結する東南海・南海地震が近い将来確実に発生すると言われており、ＰＴ案を受ければ、このような自然災害への対策が遅延し、府民の生命・財産に及ぼす悪影響の解消が遅れることとなってしまう。
○道路整備では、新名神アクセス道路（H30年度目標）や大和川線（H26年度目標）など、大阪の活性化に資する「基幹的な道路」と併せ、開かずの踏切の解消やバリアフリー化など「府民の暮らしを支える道路」とを実施。

○今回のＰＴ案を受け、仮に事業期間が定められた新名神アクセス道路など、「基幹的な道路」に集中投資すれば、全国ワースト２位という渋滞の解消など「暮らしを支える道路」について、遅延・休止など大きな影響が懸念。
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	○また、集中改革期間以降に、大和川線や新名神アクセス道路などは、ピークを迎えることから、さらなる事業の遅延・休止などにより、企業立地の促進や都市間競争力の低下を招く恐れあり。

○こうした路線の遅延・休止は、「早く道路を広げてほしい」など、これまでに府民から多く寄せられた要望に答えられないだけでなく、「道路が出来ると思って用地を提供したのに」といった行政への信頼を損ねる結果にもなりかねない。
○都市基盤施設は、着手から完成まで時間を要するものであり、集中改革期間の３年間ではなく中期的な見通しのもと整備を行うもの。

○大阪が活力にあふれ、子供たちが次世代にわたって、安心して元気に暮らせるよう、今後とも、府の財政に占める公債比率に配慮しながら、起債を活用し、必要な都市基盤整備を計画的かつ着実に進めていくべき。
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